
 

【記入例】[参考様式１－１] 

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （    年   月分） 

                                           サービス種類 （     訪問介護        ） 

                                             事業所名 （ ○×介護サービス             ） 

職 種 

勤務 

 

形態 

 

氏 名 

 

(＊→) 

第 １ 週 第 ２ 週 第 ３ 週 第 ４ 週  

4週の 
 

合計 

週平均

の 

勤務時

間 

常勤換

算 

後の人

数 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 

管理者 Ａ ○△ ×□  ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８  １６０ ４０  
サービス提供責任者 Ａ ○× ○×  ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８  １６０ ４０  
サービス提供責任者 Ａ ○△ □□  ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８  １６０ ４０  

訪問介護員 Ａ ○△ □○  ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８   ８ ８ ８ ８ ８  １６０ ４０  

訪問介護員 Ｃ ×× ××  4a 4a 4a 4a 4a   4a 4a 4a 4a 4a   4a 4a 4a 4a 4a   4a 4a 4a 4a 4a  ８０ ２０  

訪問介護員 Ｃ △△ △  6b 4a  6b 4a   6b 4a  6b 4a   6b 4a  6b 4a   6b 4a  6b 4a  ８０ ２０  

                                  
                                  

                                160 4.0 

                                  

                                  

                                  

                                  

（備 考） 常勤の勤務時間 9:00-18:00（うち１時間休憩） ８時間勤務    

非常勤の勤務時間 ａ：14:00-18:00 ４時間勤務 ｂ：10:00-16:00 ６時間勤務 

 

備考１ ＊欄には、当該月の曜日を記入してください。 

  ２ 申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について、４週間分の勤務時間数を記入してください。 

    勤務時間に他の業務に従事する時間がある場合は、分母に１日の勤務時間、分子に当該業務に従事する時間を記入してください。 

    （例：７時間勤務のうち４時間当該業務に従事する場合 「４／７」） 

  ３ 職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載してください。 

    勤務形態の区分 Ａ：常勤で専従 Ｂ：常勤で兼務 Ｃ：常勤以外で専従 Ｄ：常勤以外で兼務 
  ４ 常勤換算が必要な職種（訪問入浴、居宅介護支援は不要）は、「週平均の勤務時間」を合計し、常勤の従業者が週に勤務すべき時間数で割って、「常勤換算後の人数」を算出してください。 

  ５ 算出にあたっては、小数点第２位以下を切り捨ててください。 

事業開始月で作成 

してください 

◎常勤換算 

   40＋40＋40＋20＋20＝160 

          160÷40＝4.0 



 

 



 

                                                                       

【記入例】 
[参考様式６] 

利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 
 

事業所又は施設の名称 ○×介護サービス 

申請するサービスの種類 訪問介護 

 

措 置 の 概 要 

１ 利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口(連絡先)、担当者の設置等 
 
・相談及び苦情に関する常設の窓口を設置し、相談担当者を設けている。 

   常設窓口： 電話 00-0000-0000 FAX 00-0000-0000 

   担当者 ： ○○ ○○ 又は △△ △△ 

 

    ※利用者にはこの内容の印刷物を配布し、周知する。 

 

 ・相談及び苦情の内容について、「相談苦情対応シート」を作成している。 

 

 ・担当者が不在の場合、誰もが対応可能なようにするとともに、確実に担当者に引き継ぐ体制を敷いている。 

 

２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 
 
 ・苦情又は相談があった場合は、利用者の状況を詳細に把握するため必要に応じ訪問を実施し、聞き取りや事情

の確認を行う。 

 

 ・管理者は、訪問介護員に事実関係の確認を行う。 

 

 ・相談担当者は、把握した状況をスタッフとともに検討を行い、時下の対応を決定する。 

 

 ・対応内容に基づき、必要に応じて関係者への連絡調整を行うとともに、利用者へ必ず対応方法を含めた結果報

告を行う。（時間を要する内容も、その旨を翌営業日までには連絡する。） 

 

３ その他参考事項 
 
 ・事業所において処理し得ない内容についても、行政窓口等の関係機関との協力により適切な対応方法を利用者

の立場にたって検討し、対処する。 

   備考 上の事項は例示であり、これにかかわらず苦情処理に係る対応方針を具体的に記入してください。 
 

 

申請書に記載した事業所名

を記入してください。 



 

 

参考資料１ 

 

組織体制図 

 

 

法人全体（同一敷地内等）で、兼務している状況がわかるように記載してください。 

 

 

 

株式会社 ××××× 

○△ ×□ 

 

 

 

 

  事業所名 ○○○○                    事業所名 ○○○○ 

  （訪問介護）                         （福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与） 

 

 

  

                  ○△ ×□        兼務                      ○△ ×□ 

 

 

              ○× ○× 

              ○△ □□ 

 

 

 

 

 兼務 

○△ □○   △△ △   ×× ××             ×× ××   ○ △×   ○○ □○ 

 

 

 

※代表取締役 ○△ ×□は、勤務時間中は、管理者として専従します。 

代表取締役 

管 理 者 管 理 者 

サービス提供責任者 

訪問 

介護員 

訪問 

介護員 

訪問 

介護員 

専門 

相談員 

専門 

相談員 

専門 

相談員 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問介護相当サービスの 

指定を同時に受ける場合

は、サービス名に追加して

ください。 



 

様式第１の１号 

老人居宅生活支援事業開始届 

年  月  日 

豊中市長 様 

          事業経営者 住所 豊中市○○町一丁目○番○号□□ビル△階 

名称 株式会社 ××××× 

代表取締役 ○△ ×□   印 

 

 次のとおり老人居宅生活支援事業を開始しますので、老人福祉法第 14条の規定により届け出ます。 

事 業 の 種 類 老人居宅介護等事業 

経営者の氏名及び住所 

（法人であるときは、その

名称及び主たる事務所の所

在地） 

氏名（法人の名称） 

  株式会社 ××××× 

住所（主たる事務所の所在地） 

  豊中市○○町一丁目○番○号□□ビル△階 

事業所の名称及び所在

地 

名 称 

○×介護サービス 

所在地 

  豊中市××町一丁目×番×号△△ビル□階 

職員の職種 職務の内容 職員の定数 

サービス提供責任者 介護計画の作成、訪問介護員に対する技術指導     １人 

訪問介護員 身体介護、生活援助の提供     ５人 

       人 

  人 

  人 

  人 

主な職員の氏名 
○△ ×□ （管理者） 

 ○× ○× （サービス提供責任者） 

事業を行おうとする区

域 
豊中市、○○市、□□町 

事業の用に供する施設 
（老人デイサービス事業、老人

短期入所事業又は認知症対応

型老人共同生活援助事業の場

合） 

名 称 

種 類    記入の必要はありません。 

所在地 

入所定員 

事業開始予定年月日  ××年 ×× 月 ×× 日 

※添付書類 

（１）条例、定款その他基本約款 

（２）法人登記事項証明書 

（３）主な職員の経歴 

（４）当該事業に係る開所年度における収支予算書 

（５）当該事業に係る開所年度における事業計画書 

※用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

 

記入例 


